　　　　　　　　　　　　　　　　中央会
平成２４年度

石川県伝統産業新市場創出支援事業費補助金

（試作開発・改良事業）

募集要領

石川県商工労働部
経営支援課伝統産業振興室
平成２４年度「石川県伝統産業新市場創出支援事業費補助金（試作開発・改良事業）」について事業案を公募しますので、補助金の交付を希望される方は、以下により申請されますようご案内します。
この補助金は石川県内において伝統的工芸品又はこれに関連する工芸品の製造・販売に携わっている企業等が、建築内装分野に関連する商品開発を行うことを目的として、試作開発・改良事業に取り組む場合、その費用の一部を助成することにより、石川県内における伝統的工芸品及びこれに関連する工芸品に関係する産業の振興を図ることを目的としています。
１　補助金交付の対象となる者

石川県内において、県内の伝統的工芸品又はこれに関連する工芸品の製造又は販売に携わっている個人事業者、法人企業又はこれらを含むグループ。
（注）従業員数、資本金、売上高等による制限はなし。

２　応募方法

補助金交付申請書等の必要書類（以下の６）を提出先（以下の８）へ直接持ち込むか又は郵便等にて送付して下さい。

３　募集内容

（１）募集期間

平成２４年１２月５日（水）～１２月１９日（水）正午（必着）
（２）募集対象となる事業内容

	
	内                         容

	事業期間
	交付決定日以後開始し、平成２５年３月３１日までに完了する事業

	事業内容
	伝統的工芸品の製造技術等を活用した建築内装関連の商品開発を行うために必要な試作開発・改良

	補助金額
	補助率：補助対象経費の2/3以内 
限度額：70万円 

	対象経費
	○企画費（専門家謝金・旅費、コンサルタント料、デザイン料）

○開発費（原材料費、備品費、借損料、外注加工費、通信運搬費、印刷費）


４　審査基準
補助対象事業の選定にあたっては、外部専門家等から構成される審査委員会にて、次の審査基準により審査し、総合的に評価が高いと認められるものから順に採択を決定します。

	基　準
	内                         容

	①事業計画の実現性
	・事業内容が明確かつ適切であるか。

・事業を遂行するにあたり、適切な組織・人員体制がとられているか。

	②商品の優位性
	・他の類似商品と比較し、優位性を有しているか。

・伝統的工芸品の製造技術等が、従来品にない付加価値や新規性を商品にもたらしているか。

	③市場ニーズの可能性
	・販売対象とする市場・ターゲットが明確であるか。

・商品に対して市場ニーズがあるか。

	④将来の販売計画性
	・商品開発後の販路開拓計画や販売方法等が明確であるか。


５　交付決定時期

平成２５年１月上旬
６　応募に必要な書類（いずれもＡ４サイズ）

次の書類を各１部提出して下さい。

1 石川県伝統産業新市場創出支援事業費補助金交付申請書（別記様式第１号）
2 補助事業計画書(別記様式第１号の別紙１)
3 経費の配分及び収支予算書（別記様式第１号の別紙２)

4 事業を遂行するための組織の概要（別記様式第１号の別紙３)
5 事業者の概要（別記様式第1号の別紙４）

申請書など必要書類の様式については、石川県商工労働部経営支援課ホームページ（http://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/densan/index.html）からダウンロードできます。

　　　
７　注意事項

（１）提出書類は返却しません。また、県担当者から記載内容について問い合わせることがありますので、提出書類は必ず手元に「写し」を保管して下さい。

（２）書類内容に不備があったときは、直ちに差替・修正等をお願いしますので、この場合は速やかに対応して下さい。
（３）審査委員会は非公開で行われ、審査経過に関する問い合わせには応じられません。
（４）審査にあたり、事前に事業計画等についてヒアリングを実施させていただくことがあります。
（６）審査の資料として、申請者の直近２ヶ年の決算書写(個人事業者の場合は税務申告書写)を求めることがあります。

（７）申請された方全員に対して県担当者から補助金交付決定の可否についてご連絡致します。

８　提出・問合せ先

　　〒９２０－８５８０　金沢市鞍月１丁目１番地

　　石川県商工労働部経営支援課伝統産業振興室
　担当者：藤作、山出
　　　　　TEL: 076-225-1526　FAX: 076-225-1523
E-mail:fujisaku@pref.ishikawa.lg.jp
補助事業についての補足説明
１　補助金交付額の決定について

補助対象経費を審査のうえ、審査委員会の評価を基準として補助金交付額を決定します。予算の関係で限度額まで交付できない場合があります。

２　報告書の提出と補助金の交付

補助金は、原則として補助対象事業の実績報告書（当該年度の成果に係る報告書及びその経費に係る経理証拠書類等）を提出して頂き、その内容を確認した上で交付します。ただし、補助金の一部は事業完了前に交付（概算交付）することができます。
３　スケジュール

　　

　　






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




４　注意事項
補助事業として採択された場合は、以下の点を了承又は遵守しなければなりません。

①　企業名、住所、電話番号、代表者名、事業題目、補助金交付年度及び補助金交付額を県が公表する場合があること。

2 補助事業の終了後は、本事業による成果を県のホームページ上で公開する場合があること。

3 補助金交付決定を受けた後、補助事業の経費の配分又は内容を変更しようとする場合、若しくは補助事業を中止又は廃止しようとする場合は、事前に承認を得ること。

4 補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許、実用新案登録及び意匠登録を補助事業年度又は補助事業年度終了後５年以内に取得した場合、又はこれらを譲渡し、若しくは使用権を設定した場合は、速やかに届け出ること。

5 補助事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類（領収書等）を整理し、交付年度終了後５年間保存すること。

6 補助事業期間中の進捗状況確認及び補助事業終了後の補助金額確定検査のため、県担当者が実地検査等に入る場合があること。

7 上記⑦の場合、県の求めに応じて証拠書類等を提示すること又は県の指示により事業内容の変更を命じた場合はその指示に従うこと。

8 補助金を受けた者が石川県補助金交付規則等に違反する行為等（例：他用途への無断流用、虚偽報告など）を行った場合には、補助金の交付取消・返還、違反行為等の内容及び企業名の公表等を行うこと。　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別記様式第１号
                                   　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
石川県知事　谷本正憲　様　
                            住　所（所在地） 　 ：
                            事  業　所  名  　  ：
                            代表者の役職名・氏名：   　                   印
平成　　年度石川県伝統産業新市場創出支援事業費補助金（試作開発・改良事業）

交付申請書
平成　　年度において、標記事業を実施したいので、補助金　　　　　　　円を交付されたく、石川県補助金交付規則及び石川県伝統産業新市場創出支援事業費補助金交付要綱の規定に基づき、関係書類を添えて標記補助金の交付を申請します。
１　事業の目的
２　補助事業の内容
別紙１のとおり
３　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　開始予定　平成　　年　　月　　日
　　完了予定　平成　　年　　月　　日
４　経費の配分及び収支予算書
　　別紙２のとおり
５　事業遂行のための組織について
　　別紙３のとおり
６　事業者の概要

　　別紙４のとおり
連絡担当者
	（ふりがな）
事業所名
	
	　（ふりがな）職・氏名
	

	勤務地
住所
	

	℡
	
	Fax
	
	E-mail
	


※本補助金に係る連絡・照会等はすべて上記連絡担当者に行います。
また、記載内容に変更が生じた場合は、速やかに連絡してください。
中央会

別紙１

補助事業計画書（試作開発・改良事業）　　　

	１　事業名称(開発テーマ)

　

	２　商品のコンセプト（狙いや思い）



	３　対象とする顧客及びその根拠

　　（例：地域、顧客の層、年齢、性別、業務用、個人用など）

	４　開発商品の仕様（特徴、機能、品質などの商品詳細、伝統的工芸品の製造技術等が商品にもたらす付加価値等を客観的に記載）※商品のイメージ写真またはイラストを添付のこと

	５　市場における類似商品の有無、類似商品と開発商品との違い

	６　ターゲットとする市場・顧客に対する商品のセールスポイント

	７　試作開発・改良を行う上での課題

	８　試作開発・改良スケジュール



	９　商品化に向けた将来計画

（販売開始時期、販路開拓方法、販売方法、流通ルートなど）



	１０　価格設定

①製造価格

②出荷価格

③消費者購入価格

	１１　売上目標

①販売開始後１年目（平成　　年度）

②　　〃　　２年目（平成　　年度）

③　　〃　　３年目（平成　　年度）


別紙２

経費の配分及び収支予算書

１　経費配分及び補助金申請額　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円　

	経　費　区　分
	事業に要する経費※
	補助対象経費※
	補助金

申請額※
	備考

(積算など)

	企画費
	
	
	
	

	開発費
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


※消費税及び地方消費税相当額を控除した額を記入してください。

２　収支予算書

（収入の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	項　目
	予算額
	内　　容

	県補助金
	
	

	自己資金
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


（支出の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	経費内訳
	予算額 
	内　　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


別紙３

事業遂行のための組織の概要
１　申請者（グループ）の構成員（この表はグループで申請する場合のみ記入）
	事業遂行上の役割
	事業所名


	代表者の職名・氏名

	代表
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　事業実施上の役割　　代表者のほか、経理、商品企画、商品開発、コーディネーター等の担当業務について記入
２　事業遂行上の協力者

	事業所名
	氏名
	職名
	協力を受ける内容

	
	
	
	

	
	
	
	


３　事業者（グループ）の特徴（強み）

	


別紙４

事業者の概要

（グループの場合は事業者ごとに作成すること）

	事業所名
	

	代表者の職名・氏名
	

	所在地(住所)
	

	資本金

（個人事業者は記入不要）
	

	創業年
	

	従業員数
	

	直近会計年度の売上高
	

	事業内容

主な業務

取扱製品、製造製品等
	


事業計画の企画・立案・事前相談（補助事業実施者）


補助金交付申請書作成【平成２４年１２月５日～１９日】





申請書（事業計画）の審査（県）【平成２４年１２月下旬】





審査結果の通知、補助金交付決定通知（県）【平成２５年１月上旬】





平成２５年３月末までに事業を終了し、実績報告書を作成・提出








補助事業実施（補助事業実施者）





補助事業実績報告書作成・提出（補助事業実施者）





交付額確定後、確定通知を県から送付。その後、精算払請求書を補助事業実施者が作成・提出





補助金交付額の確定・通知・精算払（県）
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